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多極秩序

多極化への移行期にある現代の世界権力構造をハーモニストの視点から捉えた図式：西側の帝国・金融中枢、並行して主権を有する文明大国、 湾岸石油秩序、争点となっている領域、3つの超国家的な権力構造（テクノクラート・トランスヒューマニスト、伝統主義・宗教的、シャドー・アーキテクチャー）、生活レベルでの基盤回復という並行主権の逆流、そして終焉しつつあるものと台頭しつつあるものに対する構造的読み解き。世界と関わる応用ハーモニズムの一部。参照：グローバルエリート, 金融アーキテクチャ, 世界経済秩序, 国民国家と民族の構造, ガバナンス, 西部の空洞化, 精神的な危機.




変容しつつある秩序

1945年以降の世界秩序は、もはや世界秩序ではなくなった。第二次世界大戦の廃墟から立ち上がった西側の帝国主義的・金融的構造——1944年のブレトン・ウッズ体制とドルの基軸通貨、1949年のNATO、1951年のEUの前身である欧州石炭鉄鋼共同体、1973年のSWIFTネットワーク、 1989年以降の単極時代の到来、1990年代から2000年代初頭にかけて頂点を迎えた金融・文化の統合――これらによって構成された西側帝国・金融構造は、あたかもそれが世界システムであるかのように60年間にわたり機能し、そのエリート層や規律ある敵対者たちからも世界システムとして扱われてきた。たとえ双方とも、それが決して完全な世界システムではなかったことを心の底では理解していたとしても。 『グローバルエリート』や『金融アーキテクチャ』の定説的な記事が体系的なレベルで分析するシステムは実在し、それが最も直接的に形作っている西洋社会に対するその支配力もまた実在する。しかし、それが何でないか、そして西洋の枠組みが体系的に誤読しているのは、それが「グローバルな全体性」ではないということである。その枠組みの外側では、独自の基盤、独自の調整メカニズム、独自の戦略的論理、そして独自の主権を保持する文明的権力が機能しているが、グローバリストの枠組みは、これらを認識するための構造的な備えを一切持っていなかった。

本稿は、実際に機能している構造を次のように図式化する。すなわち、西側の帝国・金融の中核、主権が制約された状態で中核の構造に参加する統合された周辺部、その構造の外側で、あるいはそれと緊張関係にありながら主権を有して活動する並行する文明的勢力、構造群の間を縫うように動く湾岸の石油秩序、多極化への移行が決定される争点となる領域、そして国家を超越した三つの権力構造（テクノクラート・トランスヒューマニストの潮流、 伝統主義・宗教的ネットワーク、そして諜報機関・民間軍事会社・組織犯罪からなる影の構造）——これらを横切り、その下層で、あるいは国家・ブロック構成と並行して機能する3つの超国家的な権力構造、そしてこれらとは一線を画す、意図的な共同体や基盤回復ネットワークによる並行主権の逆流。これらは帝国的な調整としてではなく、種子としての調和文明の具現化された基盤として機能している。 ハーモニストの解釈は、この多極的な出現を文明主権のドクトリンの中に位置づける。すなわち、構造的条件は単なる権力の再配分ではなく、分析単位としての文明の回帰であり、各文明が深層で実際に担っている「基質」こそが、今後数十年にわたる結果を決定づける変数となるのである。

本記事が意図していないことについて一言。本記事は地球上のあらゆる国家を列挙するものではない。構造的に重要な影響力を持つ勢力と、それらが運用する調整メカニズムを名指しするものである。また、主権を有する特定の勢力が採用する体制の具体的内容を支持するものでもない。各国の記事に適用された「名誉と診断」の統合的枠組みは、ここではより大きなスケールで適用される――基質が回復を担い、体制は基質に対して検証され、基質はそれを主張する体制と必ずしも同一ではない。 また、西側構造からのいかなる逸脱も脅威や後進性として位置づけるNATO・大西洋主義的な基準を採用せず、その構造に抗して活動するいかなる勢力においても、基盤を体制と誤認する反応的な反西側的な枠組みも採用しない。本稿の読み方はハーモニズム独自の立場に立脚しており、後進性として一蹴する枠組みと、構造的現実が許す限りにおいて構造的現実を名指しする、逆の部族的「非西側」との連携という枠組みの双方を拒否する。非西洋との部族的結託という逆の論調のいずれも拒否し、構造的現実が許す限り、その構造的現実を名指しするものである。





I. 西洋の帝国・金融コア

米国は、1945年以降の構造における帝国・金融的覇権国として機能している。その構成要素は明確である：世界的な準備通貨としてのドル（10年にわたる浸食にもかかわらず、依然として中央銀行準備高の約58％、国際取引の約88％を占める）； 世界的な決済システムとしてのSWIFTネットワークおよび米国が支配する広範な金融インフラ；約80カ国に及ぶ約750の軍事基地網；世界的な信号情報収集機構としての諜報コミュニティおよびファイブ・アイズ体制；調整センターとしてのニューヨーク・ワシントン・シリコンバレーの金融・政治・技術複合体；そしてソフトパワー構造（ハリウッドやストリーミングプラットフォーム、英米の学術システム、 現在、世界的な文化・政治インフラとして機能している英語メディアやソーシャルメディア・プラットフォーム）などである。これほど広範な領域にまたがる影響力を有する国は、世界中に他にない。今後数十年にわたる争点は、まさにこの構造の及ぶ範囲が地域規模へと縮小するのか、それとも多領域にわたる影響力が維持されるのかという点にある。

米国の体制には、世界的な秩序に影響を及ぼす内部の分断も存在する。1945年以降の帝国・管理階級——国務省、情報機関、国防総省の上級文官指導部、ウォール街・連邦準備制度のネットワーク、主要シンクタンク機構（CFR、ブルッキングス研究所、RAND、アメリカン・エンタープライズ研究所、アトランティック・カウンシル、 ウィルソン・センター、保守派の極にあるフーバー研究所、ドイツ・マーシャル基金）、アイビーリーグおよび主要州立大学からの人材供給ルート——は、米国の有権者から独立して機能しており、過去70年にわたり共和党・民主党両政権を通じて、米国のグローバルな姿勢の継続性として機能してきた。ベン・ローズ（https://grokipedia.com/page/Ben_Rhodes）の著書『The Blob』における オバマ政権による造語である『ザ・ブロブ』は、内部からこの階級を名指ししている。一方、外部からの診断（ミアシャイマーの攻撃的現実主義的批判、2003年イラク戦争後の古保守派による批判、2016年以降のポピュリスト右派による批判、2020年以降の反体制左派による批判）は、異なる視点から同じ構造的対象を名指ししている。 2016年および2024年のドナルド・トランプの選挙、アメリカの安全保障・管理国家をめぐる継続的な政治的争い、帝国・管理コンセンサスに対する再編を掲げるJD・ヴァンス、タッカー・カールソン、スティーブ・バノンらの主張、 そして、帝国・管理階級とアメリカ有権者との間の乖離は、これらすべてが相まって、世界秩序にとって最も重大な米国内の構造的条件を構成している。帝国・管理階級が米国の対外・経済・戦略政策に対する権威を維持するのか、それとも米国の政治的意志が世界秩序の継続を実質的に制約するのか、それが今後10年間で決着する問題である。2024年のトランプ復帰、 行政府全体にわたる人事の再編、連邦公務員制度の構造改革案、そしてウクライナ問題、関税、NATOの負担分担、およびより広範な戦略的姿勢をめぐる新政権とEUおよび大西洋・経営者層の枠組みとの実質的な乖離は、帝国・経営者層が政治的対立を吸収できるか、あるいは1945年以降の国際秩序が米国の政治的圧力の下で再編成されるかという、実効的な試金石となる。

欧州連合（EU）は、加盟国レベルを超えて主権を構造化しつつある超国家的なテクノクラート機構として機能している。ブリュッセル・フランクフルト・ストラスブールを軸とする層――総局を擁する欧州委員会、ユーロ圏に対する金融政策権限を持つ欧州中央銀行、 準憲法的な管轄権を持つ欧州司法裁判所、権限を拡大し続ける欧州議会——からなるこの「ブリュッセル・フランクフルト・ストラスブール」の層は、27の加盟国全体にわたる農業、金融サービス、環境、デジタル、そしてますます文化・移民政策の内容を段階的に決定している。アヌ・ブラッドフォードの提唱する「ブリュッセル効果」とは、 は、欧州単一市場へのアクセスが市場の最優先事項となるあらゆる分野において、EUの規則が世界的なデフォルトとなるような規制の輸出を指す。ウルズラ・フォン・デア・ライエン率いる欧州委員会は、アルバート・ブルラ氏とのSMSのやり取りを通じて、数十億ユーロ規模の2021～2022年度ファイザー製COVID-19ワクチン調達契約を交渉したが、委員会はその後その記録を破棄した。欧州会計監査院と欧州市民権擁護官は説明責任の欠如を指摘したが、構造的なパターンは変わらない。

この構造的実態とは、EUが1945年以降の米国による帝国主義的・金融的アーキテクチャの欧州版として機能しているということである。2022年以降のウクライナ介入は、ロシア産ガスの統合を通じてドイツの産業政策が追求してきた欧州のエネルギー主権への道筋を断ち切った。 ノルドストリーム・パイプラインの破壊（2022年9月）は、20年にわたり欧州の製造業の競争力を生み出してきたドイツの産業・エネルギー体制の、象徴的かつ実務的な終焉を告げるものとなった。大西洋横断的な金融・規制・文化の統合は、表向きの言説において欧州の戦略的自律性がますます言及されるようになる一方で、さらに深化している。米国や、より広範な新興市場の新興工業国との間のエネルギーコスト格差は、欧州における大規模な脱工業化をもたらした。2023年から2025年にかけてのドイツの産業基盤の縮小は、その実務的な帰結を示している。人口動態・移民に関する圧力は今や、人口レベルにおいて構造的な影響を及ぼしている――統合的な枠組みを欠いたまま流入する2015年以降および2022年以降の移民、 主要な欧州都市におけるパラレル・コミュニティの集中化、ドイツのAfDの台頭、フランスのル・ペン後の政治再編、イタリアのメローニ政権、オランダのウィルダース連立政権、スウェーデン・フィンランド・オーストリアにおける政治的変容など、統合的な枠組みなしに流入している。文明の基盤が統合された超国家的な枠組みを維持できるのか、あるいは基盤の疲弊、 人口動態・移民圧力、エネルギー・脱工業化の軌跡、そして政治文化的反動が、今後10年間にわたって構造的断絶をもたらすのか――その行方は不透明である。

ポスト・ソビエト期の欧州周辺部。 ポーランド、チェコ共和国、スロバキア、ハンガリー、ルーマニア、ブルガリア、そしてバルト三国（エストニア、ラトビア、リトアニア）は、1999年から2007年にかけてのNATOおよびEU加盟の波に乗って、西側体制に組み込まれた。 その構造的状況は不均一である。ポーランドは2022年以降の再軍備を通じて（軍事費がGDPの4％を超え、ロシア以西の欧州で最大の陸軍戦力を有する）、実質的な軍事的アクターとして台頭した。バルト諸国は最前線のNATO加盟国として機能しており、その安全保障体制は米国の前方展開態勢と統合されている。ヴィクトル・オルバーン率いるハンガリーは、過去15年にわたり異なる軌道を歩んできた――「非自由主義的民主主義」を公言し、 モスクワや北京との継続的な関与、EUのウクライナ政策の方向性への反対——といった姿勢を示しており、これは融合した構造の方向性に関するコンセンサスに対する、EU内部における顕在化した対抗勢力として機能している。ロベルト・フィコ率いるスロバキアも、2023年以降、この対抗勢力に加わっている。

構造的融合。 西側の帝国・金融の中核は、単に米国と欧州連合（EU）と統合された周辺地域を足し合わせたものではない。 それは融合した構造体である。安全保障の枠組みとしてのNATO、通貨構造としてのドル・ユーロ・ポンド、国際金融および学術界の言語としての英語、文化輸出としてのハリウッドとストリーミング・プラットフォーム、研究・資格認定機構としての英米学術システム、ファイブ・アイズによる信号情報統合、ファイブ・アイズを超えた主要情報機関間の深い協力、そして方向性のコンセンサスが設定されるG7やOECD、主要な多国間機関を通じた調整。 この融合こそが、「グローバリスト・エリート」論が指し示すものである。 それは現実のものであり、その世界的な影響力は、西側世界と統合された周辺地域に集中しており、並行して主権を有する諸勢力は、その外側で活動している。このアーキテクチャの実質的な活動範囲——すなわち、その調整機構が主権を有する主体間の交渉に直面することなく、拘束力のある条件を設定する地理的領域——は、1945年以降の米国の安全保障同盟システムに、1989年以降のEU、日本、韓国、イスラエル、そして統合されたアングロスフィアを加えたものである。 その範囲内では、主権は制約された変数として機能する。その外側では、この範囲は、自らの基盤から活動する勢力にますます直面することになる。





II. 統合された周辺部

アングロスフィアの周辺部――英国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド――は、「ファイブ・アイズ」の統合および文化的・政治的連携を通じて、主権を米国の帝国・金融構造に従属させた状態で機能している。各国ごとのパターンは、『カナダとハーモニズム』および「国別記事」シリーズで近日公開予定の英国・オーストラリアに関する記事において詳細に分析されている。構造的なパターンとして、これらの国家は、その正式な憲法が示唆する意味での主権的アクターとしてではなく、米国の同盟国として機能している。ファイブ・アイズのシグナル統合、軍事協力協定、そして文化・政治・学術的な連携が、米国の戦略的優先事項からの逸脱を制度的に制約する構造的条件を生み出している。2021年のAUKUS協定（オーストラリア・英国・米国の原子力潜水艦協力であり、従来のオーストラリア・フランス間の潜水艦契約に取って代わった）は、より広範な西側体制内におけるアングロスフィアの戦略的独自性の正式な承認を画するものであった。2022年から2025年にかけてのアングロスフィア全域におけるロシア、中国、イランに対する制裁調整は、その実務的な帰結を示している――すなわち、アングロスフィアは実質的に調整されたブロックとして機能し、その対外的な戦略的姿勢は加盟国間で交渉されるのではなく、ワシントンで決定されるのである。 これらの国家における主権は、国内政策のレベルでは漸進的な制約の下で維持されているが、対外・経済・戦略的姿勢のレベルでは、その大部分が名目上のものに過ぎない。

日本と韓国は、1945年以降の帝国・金融統合における東アジアの章として機能している。すなわち、米軍基地の受け入れ（米軍基地は沖縄本島の約18％を占める）、韓国への米軍の相当な駐留（2017年のTHAADミサイル防衛システムの配備は、中国の反対にもかかわらず、戦略的統合の実質的な深化を画した）、 米国帝国構造への従属的な戦略的意思決定、ドル・金融レール体制への統合、エリート人材の登用ルートにおける英米との学術・文化的連携。 安倍政権およびその後継政権による日本国憲法第9条の再解釈は、形式は維持しつつも憲法上の平和主義を徐々に侵食しており、2022年の軍事費をGDP比2％に向けて実質的に拡大したことは、戦後の平和主義的枠組みの事実上の終焉を意味する。韓国の**尹錫悦*政権は、2024年の戒厳令危機と弾劾による政治的再編が起こるまでの2023年から2024年にかけて、日米韓の三カ国連携をさらに強化した。日本に関する国別分析は『日本と調和主義』に掲載されており、韓国に関する旗艦的な研究も近々刊行される予定である。両者における構造的パターンは同一である。すなわち、人口規模では文化的独自性が維持されている一方で、エリート—および政策の領域において制約され、その基盤には、戦後の体制によって徐々に侵食されつつも消滅はしていない、儒教と仏教の両方の文明的深みが宿っている。

イスラエルは特異な位置を占めている。同国は文化的・宗教的主権と自律的な戦略的行動力を有しつつ、中東における戦略的資産として、米国の帝国・金融構造と緊密に連携して活動している。米イスラエルの連携は異例なほど深く ――ロビー活動体制（AIPAC、米国主要ユダヤ系団体会長会議、米両主要政党における寄付者ネットワークの影響力）、軍事援助協定（2016年の覚書に基づき年間約38億ドル、紛争時には追加配分）、 NSAとイスラエル軍第8200部隊との協力体制を典型例とする諜報協力の統合。2023年から2025年にかけてのガザおよび広域地域紛争は、この連携の構造的耐久性を試すと同時に、その確固たる基盤を裏付けた。 公式集計で5万人以上のパレスチナ人の死者、ガザ住民の継続的な大規模な避難、そして並行して行われたヒズボラ、イランの資産、および広範な地域インフラに対するイスラエルの空爆は、1973年以来最も大規模なイスラエル軍の作戦となった。 浮上しつつある構造的な問題は、2024年以降の環境において、イスラエルの戦略的自律性が米国の帝国・管理的優先事項からますます乖離していくかどうか、そしてこの期間を通じてイスラエルが被った実質的な世界的な正当性の喪失——国際司法裁判所（ICJ）のジェノサイド訴訟、国際刑事裁判所（ICC）の逮捕状、西側世論との実質的な断絶——が構造的な方向転換をもたらすのか、あるいは米イスラエル同盟関係が、地域的姿勢の代償としてその断絶を吸収するのかという点である。イスラエルを「文明的アクター」としての解釈（実質的なユダヤ教的・文明的基盤、実質的なシオニスト的・政治的・文明的プロジェクト、実質的なミズラヒ・セファルディ・アシュケナージの内部構造）は、独自の考察を要する。この国に特化した特集記事は、各国記事シリーズにて掲載される予定である。





III. 主権を有する大国


中国

中国は、現代の国際秩序において最も影響力のある主権保有国であると同時に、西側の枠組みによって構造的に最も誤解されている国でもある。分析上の事実として、中国は、西側の枠組みが想定するような、ウェストファリア体制以降の意義における「国民国家」ではない。中国は、約3000年にわたって連続した基盤を持ち、帝国時代全体を通じて文化的・哲学的基盤として機能し、現代政権（習近平率いる中国共産党）においても機能している、儒教・道教・仏教の融合が帝国時代全体を通じて文化・哲学的基盤として機能し、2012年以降習近平の指導下にある中国共産党という現代政権が、マルクス・レーニン主義の組織的・-イデオロギー的枠組みを維持しつつ、儒教・道教の基盤をますます活用する統治構造として機能している。王滬寧（https://grokipedia.com/page/Wang_Huning）の『アメリカ対アメリカ』（1991年）——哲学的レベルにおいて政権が活動する知的枠組み——は、アメリカ帝国主義的リベラリズムの軌跡に対する中国の分析を明示し、中国の代替案を指し示している。

中国が展開する協調の枠組みは、欧米メディアの報道が通常取り上げる範囲をはるかに超えている。約150のパートナー国にまたがるインフラ・金融の枠組みとしての「一帯一路」イニシアティブ、世界銀行の枠組みに代わるアジアインフラ投資銀行、ブレトン・ウッズ体制の外側における多国間協調としてのBRICS+の拡大（ブラジル、ロシア、インド、中国、南アフリカに加え、2024年にはエジプト、エチオピア、イラン、UAEが加わる）、 ユーラシアの安全保障枠組みとしての上海協力機構；人民元の国際化（国際取引に占める割合は依然として約4％と小さいものの、二国間通貨スワップ協定やSWIFTに代わる越境銀行間決済システムを通じて拡大中）；半導体、AI、量子コンピューティング、宇宙、バイオテクノロジー、エネルギー分野における技術的主権の追求。

中国の技術的スピードを生み出す構造的条件は、偶然の産物というよりは文明的なものである。すなわち、数学・工学分野の人材が実質的に集中していること（世界のAI研究者の約半数が中国人であり、その圧倒的多数は依然として中国に拠点を置いている。これは、これらの分野を優先する教育システムと、工学が威信を持つ文化によって生み出されたものである）；モバイル・クラウド時代の幕開けという、デジタルネイティブ的なタイミングでの中国テックセクターの台頭、 、旧来の産業経済が背負うレガシーインフラの負担を回避したこと；省・市レベルの経済組織によって生み出された内部競争（市長や知事が並列する競争の拠点として機能すること）——これは、西側の枠組みでは「異常」と見なされる中国のEVおよびAIの普及を支える構造的条件である；イデオロギーではなく社会的絆に根ざしたオープンソースの精神、すなわち「生涯の同級生」という慣習により、知識が知的財産権の枠組みが知識を隔離し得る速度よりも速く知識を循環させる「生涯の同級生」という慣習；そして、「建設者」対「裁定者」という文明的な分岐——中国の指導層は主に工学の訓練を受けており、米国の指導層は主に法学の訓練を受けているため、文明規模で異なる領域横断的な調整パターンを生み出している。中国は、「建設者」という原型に対する文明規模の最適化が何をもたらすかを示している——驚異的な物質的生産、技術の速度、競争の激しさである。基盤の問題——つまり、その「建設」が深層において何に奉仕しているのか——こそが、以下の基盤診断が扱う対象である。

この基盤の診断は、同じ文脈においてその価値を認め、その特性を明らかにするものである。中国は、人口規模で儒教・道教・仏教の文明的基盤を保持しており、現代中国の文化生産——映画、文学、中国のインターネットに深く根ざした文化・哲学的な密度——は、政権のマルクス・レーニン主義および管理主義的な枠組みがその上に機能しているにもかかわらず、絶えずこの基盤から引き出されている。習近平政権下における儒教・古典復興 （『学而』の実質的な推進や学校における古典教育の並行プログラム、政治演説への儒教的道徳語彙の統合、文化大革命による弾圧後の孔子の名誉回復）は、国家規模での実質的な基盤回復の動きを示しており、道教・仏教の制度的復興は、基盤のより低いレベルで並行して進行している。 この率直な評価は鋭い。中国の監視国家としてのデジタルアーキテクチャ——省レベルおよび国家レベルで展開される社会信用システム、グレート・ファイアウォール、 WeChat、Alipay、Baiduのデジタルインフラとしての統合、大規模な顔認識および生体認証モニタリングの展開——は、いかなる西側諸国が実施したものを超える規模で機能しており、COVID-19後の公衆衛生追跡装置の拡大は、その基盤が持つ儒教的な次元が承認し得たものをはるかに超える監視インフラの基盤を生み出している。 香港の吸収（2020年国家安全法）と台湾問題（海峡を挟んだ軍事的圧力、戦略的意図の再確認）は、中国政権が明示的に表明し、完遂しようとしている「帝国復興」のプロセスとして機能している。新疆におけるウイグル族の状況には、政権の対テロという枠組みだけでは説明しきれない構造的な懸念が潜んでいる。人口動態の推移——2022年以降の合計特殊出生率は1.0～1.1、 2021～2022年に人口ピークを過ぎ、今後20年間にわたり構造的な高齢化が加速する——という人口動態の推移は、中国の帝国復興プロジェクトが自らの算術的枠組みの中で直面する実質的な制約を如実に物語っている。

グローバリズムの生態系との関係は、真に二面性を持つ。中国のエリート層はWEF（世界経済フォーラム）、ビルダーバーグ会議に関連するフォーラム、BIS（国際決済銀行）の調整に参加している。中国の資本はウォール街やロンドンの構造を通じて流動している。 1995年から2018年にかけての米中技術統合は、2018年以降の貿易戦争および2022年以降の輸出管理体制が始まる前、近代史上最も深い経済的相互依存を生み出した。そして同時に、 中国は並行する調整の枠組みを維持しつつ、その枠組みの方向性における優先事項とは実質的な戦略的乖離を保っている。ロシアに対する中国の姿勢（2022年以降の制裁期間を通じての継続的な関与、西側による金融制裁の執行への不参加、人民元建て貿易の拡大）、2023年のサウジアラビアとイランの和解における中国の仲介、 BRICS+拡大における中国の主導的役割、そして中国の代替決済ルートのインフラは、これらすべてが一体となって、中国が1945年以降の体制の外側に構築しつつある実務的な枠組みを構成している。一方で、統合が中国の戦略的利益に資する領域においては、同体制との統合を維持し続けている。中国は、グローバリズムの枠組みとの統合と独立を同時に実現しながら活動する、主権を有する大国の典型的な事例である。



ロシア

ロシアは正教・スラブ文明の勢力として活動しており、プーチン政権下において、1990年代の惨事からの回復を遂げている。その惨事とは、エリツィン時代のオリガルヒとIMFによる構造調整を通じた西側帝国主義・金融アーキテクチャとの統合が、経済崩壊、人口危機、そして深刻な基盤的損傷をもたらした事態である。ウラジーミル・プーチンによる2007年のミュンヘン安全保障会議での演説——NATO拡大および「単極時代の到来」という枠組みに対するロシア側の異議申し立て——は、ロシアと西側諸国の関係における転換点となった。2008年のグルジア介入、マイダン事件に続く2014年のクリミア再統合、そして2022年のウクライナ介入は、いずれもNATO拡大の軌跡に対するロシアの戦略的・文明的主権の主張として機能している。 アレクサンドル・ドゥギンによるユーラシア主義的論述は、ロシアの国家政策と完全に一致するものではないが、ロシアの主権主張が展開される哲学的・文明的枠組みを提示している。すなわち、ロシアを大西洋側の西側諸国ともアジア側の東側諸国とも異なる、ユーラシア文明の極として位置づける文明論的解釈である。

ロシアが担う基盤は正教キリスト教であり、ソ連時代を通じて抑圧されていたが、ポストソ連の数十年にわたり――正教会の復興、修道院・瞑想的実践の再活性化、そして正教文化の参照枠組みをロシア国家の枠組みに統合することを通じて――回復された。率直に言えば、 プーチン政権は、権威主義的要素を伴って運営されており、国内政治プロセスへの情報機関の関与、野党活動の制限、そして構成は異なるものの中国並みの規模を持つ監視国家体制を特徴としている。 2022年から2025年にかけての西側諸国との対立は、主要経済国に対してこれまで適用された中で最も広範な制裁体制をもたらした。しかしロシア経済は、輸入代替、アジアおよびグローバル・サウス市場への転換、そして戦時経済体制への動員を通じて、西側のアナリストの予測よりも迅速に制裁を吸収した。ロシアの軍事技術的主権——極超音速兵器（アバンガード、ジルコン、キンジャル）、 サルマット重ICBM、ブレビェストニク原子力巡航ミサイル、ポセイドン原子力水中ドローン、電子戦能力——は、1945年以降の米国の軍事・技術的支配に真に挑む規模で機能している。

ロシアとグローバリズムの生態系との関係は拒絶され、また自らも拒絶している。2022年以降の制裁と金融孤立の体制は、1971年以来最も重大なドル離れ（デ・ドルラリゼーション）の加速をもたらした。ロシアと中国の連携はあらゆる局面で深化している（「シベリアの力」ガスパイプラインの実質的な拡張、 2022年2月に宣言された「無制限」の正式なパートナーシップ、太平洋・北極・中央アジア全域での共同軍事演習）において深化している。 BRICS+の拡大およびドル離れに関する議論におけるロシアの役割は、グローバリスト体制の通貨・金融的支配に対する実質的な挑戦として機能している。実質的なロシアの代替金融インフラ（SWIFTに代わる「SPFS」メッセージングシステム、国内およびBRICSパートナーとの二国間協定を通じて拡大する「ミール」カードネットワーク、中国、インド、 イラン、および湾岸諸国との間で貿易シェアの拡大を図る実質的な人民元・ルーブル決済）は、この構造的パターンを拡張している。ロシアは、グローバリスト的構造との統合を拒否し、それに抗して組織化された文明的権力の典型的な事例である。 実質的な哲学的展開——プーチン政権下の「ロシア世界（ルスキー・ミール）」という枠組み、ドゥーギンや関連思想家によって展開されたユーラシア主義的言説、ロシア国家の宗教的言説への正教神学的参照の統合、ユーラシア経済連合および集団安全保障条約機構への実質的な関与——は、戦略的姿勢が設定される実質的な知的・哲学的骨組みとして機能している。 ロシアが基盤回復の取り組みを実質的な文明の深化へと導くのか、あるいは戦争経済の動員と監視国家の体制が、基盤の完全な再活性化を実質的に制約するのか、これが今後10年間にわたるロシアの復興における構造的な問いである。



インド

インドは、2014年以降ナレンドラ・モディ政権下で、BJPのヒンドゥトヴァ・プロジェクトを文明復興の具体化として、相当な主権的主張を伴うインド文明として機能している。人口、技術、経済の規模（現在、約14億5000万人で世界最大の人口を抱え、名目GDPでは世界第5位、購買力平価では第3位の経済規模を有し、技術サービスおよび医薬品の輸出基盤、 核・宇宙能力）により、インドは現代の国際秩序における主要な主権国家の一つに位置づけられている。

インドの戦略的姿勢は、実務的な意味での非同盟である。2022年から2025年にかけての西側諸国の制裁にもかかわらずロシア産原油を購入し、BRICS+への参加、上海協力機構（SCO）との関与、クアッド（米国・日本・オーストラリア・インド）との同時並行的な関与、西側諸国との技術・防衛パートナーシップ、イスラエルとの技術・防衛協力、湾岸諸国との経済関係の深化、そしてアフリカとの関与の拡大などが挙げられる。 インドは、単一の調整機構に同調するのではなく、多極的な構造全体にわたってパートナーシップを選択する主権的裁量を行使している。

インドが担う基盤は、その深層にあるインド文明である。すなわち、『魂の五つの地図』において5つの主要な地図論の一つとして提示されたヴェーダ・ウパニシャッド・タントラ・ハタの地図論、ヨガおよび瞑想の系譜の現代における継承、 アーユルヴェーダ医学の伝統、諸哲学学派（アドヴァイタ・ヴェーダーンタ、ヴィシシュタドヴァイタ、ドゥヴァイタ、仏教およびジャイナ教の系譜）、信仰の伝統、寺院建築、そして儀式の継承である。 率直な評価は鋭い。現代インドの状況には、カーストと階級の分断、深刻な経済的不平等、宗教的・政治的緊張（ヒンドゥー教徒とイスラム教徒の対立、シク教徒やその他の少数派をめぐる力学）、現代のモディ政権下におけるメディアや司法への制約、そしてヒンドゥー文明の基盤をヒンドゥトヴァが政治的に利用することで、その基盤自体が許容する範囲を超えて、より平坦で政治的な表現が生み出されるという真のリスクが伴う。 英米系機関へのインドエリートの参加は依然として相当な規模であり、国ごとの対応は『インドと調和』に詳述されている。



イラン

イランは、1979年のホメイニ主導の革命以来、革命的シーア派の枠組みにおいてイスラム文明大国として機能しており、45年間にわたりイスラム共和国が主権的アクターとして存在している。 「抵抗軸」——レバノンのヒズボラ、イエメンのフーシ派、2024年12月の崩壊までのバシャール・アル＝アサド政権下のシリア、そしてイラク全土に広がる代理戦争ネットワーク——は、イランの地域戦略的投射として相当な規模で機能しており、2023年2023年10月以降の対立の動態は、この軸の構造的耐久性を試すものとなっている。2024年の一連の出来事——4月のイスラエルとの直接攻撃の応酬、9月のハッサン・ナスララを含むヒズボラ指導部の壊滅、10月の直接攻撃による反撃、12月のアサド政権下のシリア体制の崩壊——は、1979年以来、イランの地域的構造にとって最も重大な弱体化をもたらした。核・弾道ミサイル能力は依然として相当な水準にあるが、 2024年1月のBRICS+加盟は、多極的な調整構造への正式な連携を意味する。2022年以降の期間にわたるイラン・ロシア・中国の実質的な連携は、その戦略的姿勢を地域的な枠組みを超えて拡大させている。

イランが担う基盤は、ペルシャの文化的・哲学的深みを備えたシーア派イスラム文明の基盤である。すなわち、ムッラ・サドラとその後継者たちを経て現代イラン哲学へと続く、実質的なスーフィズムおよび**ヘクマート・エ・サドラの伝統、ムッラ・サドラとその後継者たちを経て現代イラン哲学へと続く哲学的・神秘主義的系譜（セイエド・ホセイン・ナスル、コムとナジャフのハウザ、イルファンのシーア派法学伝統への統合）、そして日常の生活や儀式の場において民衆レベルで機能する実質的なペルシャの詩的・神秘主義的遺産（ハーフェズ、ルーミー、 サーディー、アッタール）など、日常生活や儀式の場において国民規模で機能する実質的なペルシャの詩的・神秘主義的遺産。現代体制の具体的な仕組み——ホメイニーによって明文化された聖職者による守護権の教義であるヴェラヤト・エ・ファキーフ*、選出された機関と非選出の監督機関という二元構造、並行する治安・経済構造としてのイスラム革命防衛隊——は、こうした基盤となる深層の伝統の上に機能している。 2022年から2023年にかけての「マフサ・アミニ」抗議運動、2024年のペゼシュキアンの選挙での台頭、そして体制の具体的な仕組みに対する広範な世代的な倦怠感は、基盤対体制という構造的な問題を浮き彫りにしている。この国特有の「イランと調和主義」の旗艦プロジェクトが、この問題に深く取り組むことになる。



トルコ

トルコはレジェップ・タイイップ・エルドアンによる新オスマン主義的枠組みの下で運営されている。1952年からのNATO正式加盟国であるが、過去10年間にわたる戦略的乖離により状況は次第に複雑化している。具体的には、米国の反対を押し切って2019年にロシアからS-400を導入したこと、ロシアとのガスインフラ協力「トルコ・ストリーム」、2024年のBRICS+加盟申請、シリアにおける実質的な軍事作戦 （「オリーブの枝」「平和の春」作戦、およびクルド人支配地域に対する並行作戦）、東地中海全域における実質的な関与（ギリシャとの海洋境界をめぐる紛争、2020年のリビア介入）、そしてコーカサス地域（2020年および2023年のナゴルノ・カラバフ紛争解決におけるアゼルバイジャンへの実質的な支援により、アルメニア系アルツァフ住民の避難を招いた）などが挙げられる。 トルコが担う基盤は、オスマン帝国の制度的・文化的深みを備えたスンニ派イスラム文明の基盤であり、これは、以前のケマル主義による世俗化・西洋化の軌道を否定するエルドアンの主張の下で再活性化されたものである。過去20年にわたるAKPの実質的なプロジェクトは、トルコの公的生活を実質的に再イスラム化し、イマーム・ハティプ 宗教学校の伝統を主流の教育制度として復活させ、ケマル主義時代に抑圧されていた実質的なスーフィ・タリカ（ナクシュバンディヤ、ハルワティヤ、2016年の分裂までの実質的なギュレンネットワーク）のネットワークを再活性化させた。

構造的パターン： トルコは、西側同盟構造の中で正式な加盟国として活動しつつ、同盟の方向性上の優先事項と対立する中で、戦略的・文明的な主権を追求している。 2016年のクーデター未遂とその余波は、エルドアン体制の主張におけるポスト・ケマル主義時代で最も実質的な統合をもたらした。2023年の選挙はその軌道の政治的持続性を確認し、2024年のBRICS+加盟申請および多極的構造と西側同盟の両方に対する実質的な関与が、その運営姿勢を構成している。この乖離が実質的な決裂へと拡大するのか、それとも緊張状態を伴う加盟として安定化するのか、そして実質的な基盤が、いずれ到来するポスト・エルドアン移行期における体制による利用を乗り越えて存続するかどうか――これらは、今後10年間における重要な課題である。






IV. 湾岸諸国と石油秩序

湾岸の君主制国家――サウジアラビア、アラブ首長国連邦、カタール、 クウェート、バーレーン、オマーン――は、特異な構造的位置を占めている。1973～1974年の取り決めによりペトロドル体制が確立されて以来、ドル・石油構造に組み込まれてきた（石油価格をドル建てのみに限定するサウジアラビアの約束と、それに対する米国の安全保障保証との交換が、その規範的な構造的基盤であり、2024年の報告で示された、ドル建て限定価格設定からのサウジアラビアの大幅な転換が、実務上の転換点を画している）； 数十年にわたり米国の安全保障の傘に依存し、地域全域に展開する主要な米軍施設（カタールのアル・ウデイド、UAEのアル・ダフラ、バーレーンの第5艦隊司令部、クウェートのキャンプ・アリフジャンおよびアリ・アル・サレム施設）が実質的な安全保障の後ろ盾として機能している； 西側の資産市場への政府系ファンドによる投資、ロンドンおよびニューヨークの不動産・株式保有、世界的な金融サービス体制への統合を通じて、西側の帝国主義的・金融的構造に参加している。そして同時に、2017年以降の期間において、米国の帝国主義的優先事項とは異なる形で主権的裁量を行使している： 石油の顧客として、そしてますます戦略的パートナーとして中国と関与すること（2022年のサウジアラビア・中国首脳会談、2023年のサウジアラビア・イラン和解における中国の仲介、人民元建ての石油取引協定、ビジョン2030の下でのサウジアラビアとの大規模な産業協力の中国による構築）； ロシアとの関与（2022～2025年の制裁期間におけるOPEC＋の協調は、過去50年間で最大のグローバル石油市場の再編をもたらした）；BRICS＋への参加（2024年のUAE加盟、正式に招待され現在検討中のサウジアラビアの加盟見込み）。

ムハンマド・ビン・サルマン率いる「ビジョン2030」枠組み下のサウジアラビア、NEOMメガプロジェクト、社会的自由化（女性の運転禁止解除、映画館・娯楽施設の開放、宗教体制の再編）が、権威主義的な体制（カショギ氏殺害事件、反体制派弾圧の動き）と共存していること が構造的なパターンを構成している。サウジアラビア公共投資基金（PIF）は、約9,250億ドルの規模を持つソブリン・ウェルス・ファンドとして、西側の資産市場に統合されつつ、資産運用の裁量権ではなく国家主権の下で、国内および地域のインフラへの資本投入をますます強化している。アブダビのソブリン・ウェルス・ネットワーク（ADIA、ムバダラ、ADQ）も同等の規模で、同様の双方向的な姿勢で活動しており、カタール投資庁（QIA）もこのパターンを拡大している。2020年のアブラハム合意（バーレーン、 UAE、スーダン、モロッコがイスラエルと国交正常化）は、より広範な超国家的構造内における米国・イスラエル・湾岸諸国の連携として機能しているが、2023年10月以降のガザ情勢により、さらなる正常化に制約が生じている。2023年半ばには完了間近と報じられていたサウジアラビアの正常化も、ガザ情勢の期間を通じて実質的に中断されている。構造的な位置づけとして、湾岸諸国はこの構造内において「統合されつつも主体性を持つ」結節点として機能し、 多極的な場において主権的な主体性を発揮しつつも、ドル・石油の枠組みや米国の安全保障の傘への依存を維持している。湾岸諸国特有の人口・政治的構成——少数の先住民に対し、カファラ（後見人制度）の下で市民基盤を大幅に上回る数の労働移民が補完している——は、他の主要な経済主体とは異なる構造的枠組みを生み出している。脱ドル化の議論が今後10年間にわたって湾岸諸国の再方向付けをもたらすかどうか、 UAEのBRICS+加盟およびサウジアラビアの加盟見込みが実質的な通貨再編をもたらすか、そして2023年以降のイランとの和解が、米国の仲介に依存しない実質的な地域構造へと成熟するか否かは、この期間における構造的に重大な課題である。





V. 争点となる領域

アフリカは、過去10年間で争奪の場となった。ロシアと中国の拡大により、大陸の広範な地域において、ポストコロニアル時代の英仏による枠組みが置き換えられた。具体的には、2023年から2024年にかけてのマリ、ブルキナファソ、ニジェールからのフランス軍撤退、サヘル地域全域におけるワグナーおよびその後継組織 （アフリカ軍団）によるサヘル地域での作戦展開、約50カ国のアフリカ諸国における中国のインフラ投資、ロシアの農業および軍事技術協力の拡大などが挙げられる。サヘル地域の再編は、サヘル諸国同盟（2023年9月発足、2024年7月正式発足）を生み出した。マリ、ブルキナファソ、ニジェールは、フランスと連携するECOWASの枠組みから離脱し、ロシアや中国と連携した実質的な非同盟の姿勢を追求している。 エチオピア・エリトリアの再編、ケニアとタンザニア全域における中国主導のインフラ建設、モザンビークのガス・安全保障情勢、そして2024年のエジプトとエチオピアのBRICS+加盟は、それぞれ構造的な再編成に寄与している。 CFAフラン体制——準備預金要件や兌換制約を通じて14のアフリカ諸国をフランス財務省に縛り付ける植民地後の通貨圏——は、サヘル諸国が離脱に向かい、より広範な西アフリカ経済通貨同盟が代替案を検討する中で、持続的な異議申し立てにさらされている。

構造的状況：植民地後の欧州・大西洋主義的体制は、継続的な枠組みというよりは、争点となっている遺産として機能している。アフリカの政治的動員は、 特にサヘル地域におけるものは、フランスの安全保障・通貨圏の枠組みを拒否している。多極的な関与こそが、新たな構造的パターンとして浮上している。基盤の問題——各アフリカ文明が何を担っているか（ヨルバ、アカン、 エチオピア・キリスト教、エチオピア・ユダヤ教、イスラム・サヘル伝統、バンツー・コンゴ系基盤、南部アフリカの伝統、西アフリカの重要なイスラム・スーフィ派の系譜、二千年以上にわたって続くエジプト・コプト・キリスト教の基盤など）——は、西洋の分析枠組みにおいて依然として十分に検討されておらず、今後の主要研究プロジェクトにおいて各国ごとの個別的な検討が必要となるだろう。大陸全体にわたるより深層的な構造的問い： 多極化への再編がアフリカの政治共同体にとって実質的な主権をもたらすのか、それとも、植民地支配後の搾取的体制が、基盤となる土壌が外部からの支配にさらされるという根本的な状況に実質的な変化をもたらさないまま、別の帝国主義的な搾取的体制に置き換えられるのか、という点である。

ラテンアメリカでは、米国と連携する政権と、ボリバル主義・左派・主権主義の代替勢力との間で対立が展開されている。中国の経済的浸透（ブラジル、アルゼンチン、ペルー、チリ、メキシコとの貿易・投資関係）は、過去10年間にわたり経済情勢を再構築してきた。 中国は現在、南米全体にとって最大の貿易相手国となっており、大陸の大部分において米国に取って代わっている。特定の文脈におけるロシアの協力（ベネズエラ、キューバ、ニカラグア）は、この半球内での代替的な枠組みを支えている。BRICSへのブラジルの加盟（ルラ・ダ・シルヴァ第3次政権下）および2024年の加盟候補国（ボリビア、キューバ、ベネズエラ、ニカラグア）、さらにハビエル・ミレイ政権下での2024年のアルゼンチンの米国との連携への再方向転換、そして並行して進むメキシコ・ブラジル・コロンビアの代替的な軌跡が、構造的条件を構成している。AMLO（アンドレス・マヌエル・ロペス・オブラドール）とクラウディア・シェインバウムの下でのメキシコの左派・ナショナリスト的軌跡は、実質的な政策の相違点を維持しつつ、米国経済との実質的な統合（T-MEC／USMCA協定、国境を越えたサプライチェーン）の中で機能している。 基盤——5世紀にわたって伝承されてきたイベリア・カトリックの基盤、アメリカ先住民の基盤、アンデスのケロ文明およびメソアメリカ文明の基盤、そしてブラジルやカリブ海地域における、ヨルバやコンゴに由来する儀式の継続性を大きく内包するアフリカ系ディアスポラの基盤 （カンドンブレ、サンテリア、ブードゥー、ウンバンダ）——は、現代の政治経済的構造が部分的にしか関与していない文化的・宗教的基盤として機能している。比較的浅薄な現代の政治的利用に対し、人口規模で持続するこの基盤の活力こそが、多極的な構造において、ラテンアメリカを「生きた土壌としての基盤」が構造的に最も実質的な場の一つとしている。

****東南アジア**は、米国と中国の戦略的枠組みの競合の場として機能しており、ASEAN体制は集団的な姿勢として非同盟を維持している。 2024年10月以降、プラボウォ・スビアント政権下のインドネシア——人口約2億8000万人の世界最大のイスラム教徒多数派国家であり、2025年1月にBRICS+に加盟し、北京とワシントンの双方と持続的な関与を維持し、ナフダトゥル・ウラマーやムハンマディヤといった大衆組織を通じて機能する実質的なイスラム文明基盤を有する——は、今後10年間における実質的な主権的アクターの一つとして台頭している。 ベトナムは、米国、中国、ロシアの間で「竹の外交」という姿勢をとっている（「どちらかの側を選ぶ」という枠組みを拒否する主権的枠組みの中で、これら3カ国すべてと実質的な関与を行っている）。 マルコス政権下のフィリピンは、ドゥテルテ政権による北京への再接近を経て、ワシントンへと再接近した。スカーボロー礁や南沙諸島をめぐる南シナ海の対立は、より広範な米中対立の代理戦争の場として機能している。タイの王室と軍による体制は、非同盟を維持している。マレーシアとシンガポールは、それぞれ多極的な状況下で主権的な主体性を発揮している。 基盤となるもの――東南アジア大陸部における上座部仏教の伝統、ベトナムおよび華僑社会における大乗仏教の伝統、インドネシア・マレーシア諸島およびフィリピン南部におけるイスラム文明の基盤、儒教の影響を受けたベトナムの基盤、ボルネオ島全域、インドネシアの外縁諸島、および高地地域における先住民の伝統――は、地域全体の人口規模において依然として存在している。





VI. 国家横断的な権力構造

上記の国家・文明分析だけでは、その構造を網羅しきれない。国家とブロックの構成を横切り、その下層に、あるいは並行して、3つの国家横断的な権力構造が機能しており、それぞれが独自の調整メカニズム、野心、そして争いにおける利害関係を持っている。 これらは国家・文明論的分析を置き換えるものではなく、国家・文明論的分析だけでは捉えきれない要素を明示することで、その分析を拡張するものである。第四の国家横断的潮流は、調整された帝国主義的拡張としてではなく、生活レベルにおける基盤回復の具現化された逆流として、異なる形で作用しており、以下の第VII節において別途論じる必要がある。

テクノクラート・トランスヒューマニスト的潮流。 超国家的なアーキテクチャは、独自の調整メカニズム、野心、イデオロギーを持って機能する。 米中両国の主要テクノロジー企業——Google、Meta、OpenAI、Microsoft、Apple、NVIDIA、Neuralink、および中国の同業他社（Tencent、Alibaba、Huawei、Baidu、ByteDance、DeepSeek）——は、時価総額、技術力、そして日々数十億人の生活に及ぼす影響力において、ほとんどの国家政府を凌駕する規模で活動している。企業自体を超えた調整——ダボスでの世界経済フォーラム、ビルダーバーグ会議、 テクノロジーエリートの慈善ネットワーク（ゲイツ、チャン・ザッカーバーグ、オープン・フィランソロピー、2022年の縮小前の効果的利他主義の資金提供体制）、シリコンバレーの投資家やAI政策機構——は、企業自体が公には表明しないことを代弁している。その実質的な野心は、既存の政治秩序への規制上の適応ではなく、異なる秩序の構築にある。すなわち、スマートシティのガバナンス、 デジタル・アイデンティティのアーキテクチャ、AIを介した意思決定システム、バイオテクノロジーと長寿をめぐる主権、最終的には脳とコンピュータの統合、そしてポストヒューマンという志向そのものである。2022年以降の大型言語モデルの転換は、その軌道を加速させた。 一方ではクラウス・シュワブとWEFによる「第4次産業革命」という枠組み、他方ではテクノ楽観主義の言説が、このプロジェクトが前進するためのイデオロギー的足場として機能している。 教義的な関与は トランスヒューマニズムとハーモニズム および テクノロジーの究極の目的 に表れている。ここでの構造的な観察点は、この潮流がそれ自体として独自の権力構造として機能しており、いかなる国家の利益とも重ならないということである。監視・AI・デジタルガバナンスの構成を中国が実質的に実装していることは、このテクノクラート的なプロジェクトが単なる西側の産物ではなく、多極的な分断線を越えて広がっていることを示している。

超国家的な伝統主義・宗教的ネットワーク。 第二の国家横断的な潮流は、世俗的グローバリズムおよびテクノクラート的トランスヒューマニズムのプロジェクトに対する、実質的な伝統主義・宗教的対抗潮流として機能している。バチカンは継続的な超国家的機関として、ラテン・キリスト教圏に広範な影響力を持ち、アフリカやアジアの一部でも存在感を増している（世界中のカトリック信者は13億人以上、 2000年にわたり並行主権として機能する教区、修道会、慈善団体、教育ネットワークのネットワーク）である。また、キリル総主教の下で重要なソフトパワー主体として、ポストソビエト圏全域で活動し、2018年のコンスタンティノープルとの分裂以降、アフリカでの存在感を高めているロシア正教会。さらに、ロシア国家への統合の外で連続的な系譜を保持する広範な正教・キリスト教世界（ギリシャ、セルビア、ルーマニア、ブルガリア、ジョージア、 アンティオキア、コプト）は、ロシア国家への統合とは無関係に連続した系譜を保持している；現在、世界中で6億人以上と推定されるアメリカの福音派およびペンテコステ派・カリスマ派のネットワークは、その著しい成長がグローバル・サウスに集中しており、ラテンアメリカ、サハラ以南のアフリカ、そしてアメリカの政治プロセスにおいて多大な影響力を及ぼしている；保守的なカトリックのネットワーク （「交わりと解放」、オプス・デイ、アングロスフィアおよび欧州の一部におけるベネディクト16世以降の伝統主義復興）；アトス山、ロシアのオプティナおよびヴァラームの伝統、そして現代のアメリカ正教修道院に見られる東方修道・黙想の復興；ハンガリーおよびポーランドの国家と連携したカトリックの体制； インドおよびディアスポラ全域で活動するヒンドゥトヴァおよびヒンドゥー伝統主義ネットワーク；イスラム世界全域のスンニ派スーフィ派タリカネットワーク（ナクシュバンディヤ、カディリヤ、ティジャニヤ、シャディリヤ）；東南アジアおよびチベット系ディアスポラにおける仏教伝統主義ネットワーク。 これらのネットワークは、それらが存在する国家と同一範囲ではない。それらは、国家構造の分析では完全には捉えきれない、並行する文明的構造を構成している。構造的な観察として言えるのは、伝統主義的・宗教的な逆流こそが、実質的な基盤回復の働きが展開される越境的な構造であり、その働きが国家機構のみを通じないからこそ、多極的な争いにおいて構造的に重要な意味を持つということである。

影のアーキテクチャ。 第三の国家横断的潮流は、諜報機関、民間軍事請負業者、および国際組織犯罪による「影のアーキテクチャ」である。これらは、公式の国家・企業枠組みの下で活動し、その枠組みが認識しない結果を実質的に形作っている。主要な諜報機関（米国のCIA・DIA・NSAおよび広範な諜報コミュニティ機構、 英国のMI6およびGCHQ、ロシアのFSB・SVR・GRU、イスラエルのモサドおよびアマン、中国の国家安全部（MSS）および人民解放軍（PLA）情報局、フランスのDGSE、ドイツのBND、イラン革命防衛隊の情報・特殊作戦部門であるクッズ部隊）は、立法府の監視を免れた巨額の予算を運用し、政治指導部から実質的な作戦上の独立性を保っている。2003年以降の民間軍事企業の拡大は、国家の能力を「否認可能な領域」へと拡張させた――ロシア体制におけるワグナーおよびその後継組織であるアフリカ軍団、アカデミ（旧ブラックウォーター）および並行する米国の組織、中国の国家安全部（MSS）および人民解放軍（PLA）情報局、フランスのDGSE、ドイツのBND、イラン革命防衛隊の情報・特殊作戦部門であるクッズ部隊など――これらは国家の能力を「否認可能な領域」へと拡張させている。2003年以降の民間軍事企業の拡大は、国家の能力を「否認可能な領域」へと拡張している。ロシアの枠組みにおけるワグナーやその後継組織であるアフリカ軍団、アカデミ（旧ブラックウォーター）やそれに並行する米国の組織、一帯一路沿線で活動する中国政府系の大規模な警備請負業者、 世界的に能力を輸出するイスラエルの巨大な民間警備産業などである。国境を越えた組織犯罪は、並行主権的な主体として大規模に活動している。シナロアやCJNG体制下でメキシコ領土の一部において実質的に並行国家として機能するメキシコのカルテル、現在ではイタリアGDPの3％以上を占めると推定され、北欧の麻薬経済においても大きな存在感を示すイタリアの’Ndrangheta、欧州の人身売買構造と統合されたアルバニアおよびバルカン半島のネットワーク、 ラテンアメリカ産コカインの西アフリカ中継ネットワーク、1990年代以降国家との密接な関与を持つロシアおよび東欧の組織犯罪ネットワーク、香港・マカオ・台湾・東南アジア全域で活動する三合会、勢力は衰えつつも日本国内での存在感を維持するヤクザ、フェンタニルおよび合成薬物の供給網と結びついた華僑ネットワーク。 これら3つの領域は、実務的に相互に連携している。冷戦初期におけるCIAとマフィアの歴史的な連携、ポスト・ソビエト期にわたるロシア・FSBと組織犯罪の重なり、そして中国の供給業者とメキシコのカルテル、さらには米国の流通網を結びつける現代のフェンタニルおよび前駆体化学物質の供給網である。構造的な観察として： この「影の構造」こそが、公式な国家・企業分析では捕捉されない実質的な成果が生み出される実務的層であり、帰属の特定が不可能で説明責任が構造的に制約されるこの領域において、多極的な争いの争点の一部が形成されている。





VII. 並行主権の逆流

上記の3つの国家横断的権力構造とは異なり、第4の潮流が国家構造の完全な下層で作用している。それは、調整された帝国主義的投影としてではなく、生活レベルにおける基盤回復の具現化された次元としてである。テクノクラート・トランスヒューマニストのプロジェクト、伝統主義的・宗教的ネットワークの道具化された側面、そしてシャドウ・アーキテクチャーが、それぞれ独自の調整された権力形態を通じて多極的な領域で争っているのに対し、 この逆流は、その次元で争うことは一切ない。それは、争いの決着に必要なものを構築するのだ。その規模は国家の人口に比べて小さいが、その軌跡こそが構造的に決定的な変数となる。

この逆流は、意図的な共同体やホームステッド・ネットワーク、パラレル・エコノミーの拠点や瞑想的・修道的な集落、健康主権ネットワークや分散型金融・クリプト・アナーキストのコミュニティ、パーマカルチャーや再生農業の取り組み、オルタナティブ教育やホームスクーリングのネットワーク、伝統医療の復興（アーユルヴェーダ、中医学、ハーブ療法、助産・ドゥーラ、 より広範な根本原因に焦点を当てた統合医療の復興）や、現在、アングロ・スフィア、ラテンアメリカや東南アジアの一部、そしてますます欧州大陸や地中海沿岸地域でも目に見えるようになっている、より広範な分散型レジリエンス運動などを包含している。 2009年以降の大規模な構築と、2020年以降の主権的価値貯蔵手段としての台頭を経て、ビットコインおよびより広範な暗号資産のアーキテクチャは、ドルおよびCBDCおよび銀行ネットワークの枠組みを超えた並行的な通貨インフラを提供している。また、より広範な主権インターネット・スタック（Nostr、分散型ソーシャル・アーキテクチャ、ピア・ツー・ピア・プロトコル）は、プラットフォームによる主権の掌握を超えた並行的な通信インフラを拡張している。 ラテン系および正教会のキリスト教機関における瞑想的・職業的活動の増加、西洋におけるヨガおよびヴェーダーンタに基づくコミュニティの著しい形成、伝統的な文明の基盤の外で活動する仏教のサンガネットワーク、2008年以降のパーマカルチャーおよび自給自足運動の動員（これは2020年以降も大幅に拡大している）、 ホームスクーリングと古典教育の復興、欧州の「エコビレッジ」ネットワークやラテンアメリカのアンドゥーラ伝統を再活性化する「エコアルデア」における意図的な共同体形成などが、その実働的な構造を構成している。これこそが、文明基盤の回復が実務的に具現化される領域である――並行経済のインフラが単に論じられるのではなく構築され、瞑想的・修道的な志向が制度的支配の外で再興され、代替通貨の仕組みが実質的な規模で機能し、人間中心で基盤に忠実な主権的共同体の生きた実践が、最終的にそれを支えることになる制度的枠組みに先駆けて現れる場所である。

「ハーモニスト（Harmonist）」プロジェクトは、この領域に実質的に参画している。「Harmonia」プロジェクトの拠点開発の軌跡、より広範な「ハーモニック・ネットワーク」のアウトリーチ活動、 、そして調和の輪が個人レベルで、調和の建築が文明レベルで展開する基盤回復の取り組みは、国家・文明レベルや超国家・帝国レベルの領域ではなく、この逆流の中で機能している。少数派の規模は、一見すると制約のように見えるが、そうではない。人類史におけるあらゆる文明の改革は、既存の文明体制内における少数派の規模から始まり、基盤の担い手たちは、最終的に彼らを認めることになる制度的枠組みに先駆けて活動してきたのである。 構造的な観察：このレジスターの意義は現在の規模にあるのではなく、軌跡と「種子の密度」にある――多極化への移行は、一極支配の構造が封じ込めていた並列主権の展開のための実質的な空間を開き、本論の終盤で論じる基層回復の作業は、実質的に、生活レベルでのこれらのネットワークを通じて機能する。調和の建築が文明の規模で名指す回復はここから始まる。 すなわち、捕獲を拒み、文明の再形成が生まれうる「生きた基盤」を築き上げている共同体や系譜の「種子の密度」において始まるのである。





VIII. 構造的読解

1945年以降の西側帝国・金融アーキテクチャは、およそ1945年から2008年にかけて事実上、世界システムとして機能していた――ブレトン・ウッズ → IMF／世界銀行 → NATO → SWIFT → 基軸通貨としてのドル → グローバル・サプライチェーン → 英語による文化・学術的支配――が、現在では他の地域システムの一つとなっている。 転換点は明確に特定できる。2008年の金融危機は、この構造の構造的脆弱性を露呈したものであり、2014年のマイダン革命とクリミア問題は、ロシアと西側の関係における転換点であった。2022年のウクライナ介入は、この構造がグローバル・トータルティの枠組みとして終焉を迎えたことを裏付けるものであり、2023年の中国の仲介によるサウジアラビアとイランの和解は、代替的な調整のあり方を示したものである。 2024年のBRICS+拡大は多極化の定着として；2024年のトランプ復帰と進行中の米国政治争いは、依然として進行中の米国内の決着として。

ハーモニストの解釈は、多極化の台頭を文明主権論の枠組みの中に位置づける。1945年以降の体制は、グローバルエリート、自由主義と調和主義、唯物論と調和論、および精神的な危機の各記事が深く分析している形而上学的前提に基づいて機能していた：文明の本質に代わる手続き的多元主義； 統合的アーキテクチャの代用としての管理的多様性・統治；手続き的中立性を装った形而上学的ニュートラリズム；世界的なデフォルトとしての英米型学術・文化的枠組み。このアーキテクチャの「グローバル・トータルティ」という前提は、文明的実体が存在しない（哲学的・唯物論的バージョン）か、あるいは大規模な手続き的・管理的調整に従属する（テクノクラティック・リベラル的バージョン）という前提に依存していた。 どちらの前提も真実ではなかった。この枠組みが「後進性」あるいは「手続き的実体の上に乗った文化的風味」として扱った文明的基盤は、常に存在し、機能していたのである。1945年から2025年の間に変化したのは、それらの基盤を保持する主権国家が、グローバル・トータルティの枠組みに異議を唱えるのに十分な調整能力、経済・技術的能力、そして戦略的能力を取り戻したということである。

構造的解釈：多極化の台頭は、ハーモニズムの文明的主権論と構造的に整合している。それは、基盤こそが対立の行方を決定づける変数であるからであり、単一の主権保持勢力がハーモニズムの教義体系全体を体現しているからではない。 中国の儒教・道教的基盤はハーモニズムの完全な教義ではない。ロシアの正教的基盤もハーモニズムの完全な教義ではない。インドのインド的基盤は「魂の五つの地図」の一つではあるが、その全体ではない。イランのペルシャ・シーア派的基盤、トルコのスンニ派-オスマン的基盤、湾岸地域のアラブ・イスラム的基盤は、それぞれその領域の全体ではなく、その一部を担っているに過ぎない。調和主義が提示するのは、各主権が担う主権が、異なる地図的レジスターを通じて一つの領域の宇宙論的・文明的表現として解読可能になる枠組みであり、その枠組みの中で、各文明の規模における基盤の回復が、偽りのシンクレティズムなしに、また各文明がそれぞれ異なる形で対処している現代的な基盤の政治的・道具化との混同なしに可能となる。

より深い認識：あらゆる帝国的な表現、すなわち主権を担う諸勢力が持つ代替的-帝国的な表現を含むあらゆる帝国的な表現は、それが擁護すると主張する基層と緊張関係にある。中国の帝国的回復は、儒教・道教の修養と同一ではない。ロシアの国家的主張は、正教の瞑想と同一ではない。ヒンドゥトヴァ政治は、ヴェーダーンタの「見」と同一ではない。イスラム共和制の構成は、シーア派やスーフィズムのiḥsānと同一ではない。新オスマン的言説は、スンニ派・スーフィ派の修養の伝統と重なり合うものではない。基盤は権力を支える土台であるが、権力は基盤を尽くすものではない。「調和主義者」の課題は、基盤を体制と混同することなく、権力の奥底に横たわる基盤を認識することにある。

第二の認識がこれに続く。現代の多極的な争いは、複数の次元において同時に展開している。 地政学的・戦略的領域（同盟体制、代理戦争、領土問題）、通貨・金融領域（ドル・石油体制、ドル離れ論議、代替決済インフラ）、技術領域（半導体およびAI競争、新たな形態での宇宙開発競争、バイオテクノロジーと量子主権をめぐる競争）、 エネルギー領域（ガス・石油・再生可能エネルギーの枠組み、2022年以降の欧州のエネルギー再編、ロシアやイランとの提携および原子力・再生可能エネルギー能力の拡充を通じた中国のエネルギー安全保障の追求）、文化・イデオロギー領域（何が正当な政治組織か、何が正当な実質的伝統か、何が実用的な人類学かに関する争い）。この競争は、いかなる単一の領域においても決着するものではない。 特定の勢力の主権とは、その勢力が達成する領域横断的な統合である。1945年以降の西側体制の実質的な成果は、その活動範囲内におけるこれら5つの領域すべてにわたる統合であった。現代の争点は、主権を有する諸勢力が徐々に構築しつつある並行する領域横断的統合に対し、その領域横断的統合を維持できるかどうかにある。





IX. 回復の賭け

多極化への移行における構造的・文明的な利害関係は、アーキテクチャの各領域においてレジスターごとに異なる。

西欧の帝国・金融中核にとって、構造的な条件は、グローバル主義的アーキテクチャによる西欧社会への支配が最も完全であるのは、まさに文明的基盤が最も侵食されてきたからであるという点にある。 回復には、啓蒙主義以降の軌跡によって漸進的に解体されてきた基盤の再活性化が必要である。すなわち、フランスおよびより広範なラテン・キリスト教世界におけるカトリック・修道院・神秘主義の基盤、アングロスフィアにおける英国国教会・メソジスト・長老派・カトリックの基盤、そしてプラトンからギリシャ・ラテン教父たち、中世の神秘主義者たちを経て、現代の論述に至る哲学的・神秘主義的な系譜 （チャールズ・テイラー、アラスデア・マッキンタイア、デビッド・ベントレー・ハート、ピーパー、マリタン、ヴェイユ、ベルクソン、マリオン、アンリ、ハドト）。国ごとの考察は各国別記事シリーズに、国境を越えた考察は西部の空洞化、精神的な危機、およびより広範な西洋伝統対話シリーズに展開されている。問題は、西洋文明の基盤がグローバリズム的構造の圧力との対決を生き残れるか、現在制度の周辺部で見られる実質的な回復（ラテン系および正教会のキリスト教機関における黙想的・修道的な召命の増加、保守的なカトリック、 改革派、正教会の学術的空間で進行している実質的な哲学・神学的な復興；古典教育やヒューマニズム復興の取り組みをめぐる実質的な文化・哲学的な動員）が実質的に人口規模に達するのか、それとも文明の断絶が構造的な帰結となるのか、という点にある。 2024年以降の米国の政治的争いは、大規模な実質的な復興に向けた構造的な契機を生み出す可能性がある。一方、欧州の軌跡はより制約の多いケースであり、超国家的・テクノクラート的な機構が、復興に必要な文化的・文明的基盤を積極的に抑圧している。

主権を有する大国にとっての課題は、各大国が保持する基盤が、現代体制の特定の仕組みとの対決を生き残れるかどうかである。すなわち、中国においては、中国共産党による管理・監視国家体制に対する儒教・道教・仏教の基盤、ロシアにおいては、プーチン体制の仕組み（ソ連時代よりも基盤に即しているものの、依然としてその上に位置する国家管理の枠組み）に対する正教会の基盤、 インドのインド的基盤対ヒンドゥトヴァによる政治的利用のリスク；イランのシーア派・ペルシャ的基盤対イスラム共和国の特定の体制；トルコのスンニ派・オスマン的基盤対エルドアン政権による利用。 主権を担う諸勢力は実質的な基盤を有しているが、その基盤と完全に同一ではない。回復とは、政治的利用の表層としてではなく、文明の土台としての基盤の回復である。

すべての人にとって、問題はどの文明的基盤がこの争いを生き残るのかということであり、戦略的・文明的課題は、グローバリスト的構造による腐食と、代替的帝国主義的言説による利用の両方から、基盤を保護し深化させることである。 ハーモニストの貢献とは、相互地図学的認識を可能にする教義的枠組みである。すなわち、インド、中国、シャーマニズム、ギリシャ、アブラハム的言説にまたがる同一の領域に対する収束的な証言としての「魂の五つの地図学」であり、その枠組みの中で、いかなる単一の基盤における文明的回復も、防衛的なナショナリズムや文化的復古のジェスチャーとしてではなく、その基盤が表現する宇宙的秩序への参加として読み解かれるようになるのである。 ハーモニストの枠組みは、現代において独自の位置を占めている。それはいかなる単一の文明の「文化的所有物」でもなく、いかなる文明に対しても自らの基盤を放棄することを要求せず、またグローバリズムの構造が押し付ける手続き的多元主義の中立主義へと陥ることもない。それは、各基盤がすでに内包しているものを明示しつつ、単一の基盤が自らの枠組み内からは単独で表現し得ない、基盤を超えた収束を名指しするものである。

いかなる文明も単独では成し得ないことを、すべての文明が共に目撃し得る。ある文明の基盤は、別の文明にとって裏付けとなる証人である。五つの地図が収束するのは、その領域が一つだからである。今まさに現れつつある多極的な秩序は、その収束が文明規模で語られるようになるための構造的な開口部である――ただし、各基盤が自らの深層に必要な回復に取り組むこと、そして各権力が、基盤を体制へと崩壊させるような道具化を拒むことを条件として。

今後10年間にわたる戦略的・文明的な課題は二重である。各基盤内部における回復の作業——キリスト教圏における瞑想的・修道的な再活性化、中国における実質的な儒教・道教の基盤回復、 インドにおけるヴェーダーンタおよびヨーガに基づく基盤の回復、イスラム文明圏全体における実質的なスーフィズムおよびシーア派のイフサーンの回復、そしてアメリカ大陸、アフリカ、太平洋地域における先住民の知恵の伝統の回復——こそが、基盤の持続的な活力を維持するために不可欠な修養である。基盤を横断する領域においては、相互の認識を深める作業——すなわち、「調和の輪」の7つ以上の以上の構造、メディスン・ホイールの四方向＋中心の構造、五行の構造、スーフィの「ラターイフ」、ヘシカストの三中心解剖学、チャクラ体系が、異なる地図的レジスターを通じて一つの宇宙論的領域を明示していること——こそが、多極化の時代が文明規模で初めて構造的に可能にした統合である。





結び

現代のグローバルな構造は、一極集中型・帝国主義的・管理主義的枠組みから、多極的・文明間の競合へと移行しつつある。西側の帝国主義的・金融的中心部は、その影響力を集中させつつ機能しているが、この競合によってその構造的依存関係が露呈している。主権を有する諸勢力は、基盤、調整能力、戦略的能動性、そしてその基盤が様々な形で連携し、様々な形で利用される特定の体制的枠組みをもって機能している。湾岸の石油秩序は、統合されつつも能動性を欠くノードとして、この移行を交渉しながら機能している。争点となっている地域——アフリカ、ラテンアメリカ、東南アジア——こそが、今後10年間にわたって多極化の行方が決まる場である。三つの国家横断的な権力構造——テクノクラート・トランスヒューマニストの潮流、超国家的伝統主義・宗教ネットワーク、そしてシャドー・アーキテクチャー——は、国家およびブロックの構成を横切り、その下層で、あるいは並行して、独自の調整機能、 野心、そして争いにおける利害関係を持って、国家とブロックの構成を横切り、その下層で、あるいは並行して機能している。そしてこれらとは一線を画し、第四の国家横断的潮流が、生活レベルにおける基盤回復の具現化された逆流として機能している。それは「並行主権」の領域であり、意図的な共同体、瞑想的・修道的な集落、並行経済のインフラ、そして人間中心の運動（その中にはハーモニスト・プロジェクトも含まれる）の種子の密度が、この争いの決着に必要なものを築き上げている。

ハーモニストの解釈によれば、多極化の台頭は、この対立が内包する各基盤における文明的回復への構造的契機であり、戦略的・文明的課題とは、グローバリスト的アーキテクチャによる腐食と、代替的帝国主義的言説による道具化の双方から基盤を保護し、深化させることである。 この対立は、諸勢力間のゼロサムゲームではない。問題は、文明の本質が各アーキテクチャを横断する移行を生き延びるか否か、そしてハーモニズムが提示する「地図横断的認識」が、各勢力が独自の回復を図る上で、教義的枠組みとして利用可能になるか否かである。 秩序は変容の途上にある。基盤は依然として存在している。文明の回復を語ることのできる語彙は、ハーモニズムが生み出した教義的展開と、地球上の主要な文明を横断する「魂の五つの地図」が提示する収束的な証言の中に、今や存在している。
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